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要旨．
我が国の米政策は、食糧管理法（以下食管法）から「主要食料の需給及び価格の安定に関する法律」（以下食糧法）への転換、及びその後の食糧法の改正によって、大きく転換した。食管法の下では全ての米は食糧庁を通じて消費者の元へ届けられていたが、1995年の食糧法に施行に伴い、①政府の米流通管理は流通量の一部に限定され、政府が基本的に関与しない計画外流通米が法的に認められる、②計画流通米の主流は自主流通米とされ、政府米は備蓄用に限定される、③米の生産調整については引き続き政府が主体となって行い、生産調整に参加した生産者から米を備蓄用の範囲内で買い上げる、という方針に転換した。また、その後、2004年に改正食糧法へと移行し、①計画流通米と計画外流通米の区別をなくす、②流通を更に多様化する、というように転換された。
本稿では、これらの米政策の転換が、米の小売価格にいかなる影響を与えたかについて、モデルを定式化し、時系列分析を行うことによって明らかにしていく。
食管法から食糧法への改正では、政府の買取を止め、流通を自由化したことによって小売価格を下げるという影響を与えたことが認められる。しかし、食糧法から改正食糧法への移行は、①すでに需給を反映した価格付けが行われている、②流通規制の緩和は十分に進んでいる、という実態を追認したに過ぎず、政策の転換による米の小売価格への影響は有意に認められない。
1． はじめに
我が国の米政策は、戦後約50年に渡って強い流通規制と、価格維持政策によって支えられてきた。しかし、この15年間の間に行われた食糧管理法（以下食管法）から「主要食料の需給及び価格の安定に関する法律」（以下食糧法）への転換、及びその後の食糧法の改正という、２回の大きな法改正に伴う流通制度の変更により、米の流通形態は大きく変貌した。
我が国の米の実質小売価格は減少傾向にあり、それと同時に1世帯当たりの米の消費量も減少傾向にある。本稿ではこの米流通の制度変更の米の小売価格への影響を分析し、我が国の米政策の変更の影響を分析する。
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出所：総務省『家計調査年報』
(図2)
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出所：総務省『家計調査年報』
2．法改正の概要
（1）食管法から食糧法への転換。
戦後の米の価格と流通システムを規制した法律が食管法であり、その実施を担当したのが食糧庁（2003年7月に廃止）である。生産された米は原則、全て食糧庁を通じて消費者の元に届いていたが、自由米（ヤミ米）の増大に伴い、1969年、自主流通米制度が導入された。食管法の下での米の流通は以下の図１の通りである。
（図１）食管法の規定する米の流通経路
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太い矢印は政府米、細い矢印は自主流通米を表す
（出典：加古（2005）pp160の図４より引用）
しかし、自由米（ヤミ米）の流通量が膨れ上がり、食管法が事実上機能しなくなっていった。そして1995年、食糧法が導入され、米の流通経路は以下の図２のように変更された。
（図２）食糧法が規定する米流通経路
[image: image4.emf]
太い矢印は自主流通米、細い矢印は政府米、破線は計画外流通米を示す。
（出典：加古（2005）pp164　図５より引用）
食糧法の施行における米政策の枠組みは、以下の通りである。
①政府の米流通管理は流通量の一部に限定され、政府が基本的に関与しない計画外流通米が法的に認められる。
②計画流通米の主流は自主流通米とされ、政府米は備蓄用に限定される。
③米の生産調整については引き続き政府が主体となって行い、生産調整に参加した生産者から米を備蓄用の範囲内で買い上げる。
（2）食糧法から改正食糧法への転換
米の消費の多様化や、消費者の米購買形態の多様化などに対応するため、2004年より改正食糧法が施行された。改正食糧法下の米流通は以下図３の通りである。
（図３）改正食糧法が規定する米流通制度
[image: image5.emf]
（出典：加古（2005）pp175　図11より引用）
改正食糧法施行における米流通の大きな変更点は、計画流通制度の廃止である。これによって米の流通をほぼ自由化するとともに、米価格流通センター（旧自主流通米価格形成センター）の売買取引の方法を多様化するとした。
3．分析
(1)分析データ
ricep:小売米価格（家計調査年報の二人以上世帯の米に対する支出価格）
ricec:消費者の米消費量（家計調査年報の二人以上世帯の米消費数量）
breadp:小売米価格（家計調査年報の二人以上世帯の米に対する支出価格）
income:所得の代理変数として支出金額（家計調査年報の二人以上世帯の１ヶ月あたり総支出額）
produc:米の生産量（作物統計の陸水稲合計の年間収穫量）
syokudm:食糧法施行後ダミー（食糧法施行後の1995年以降は１、以前は0のダミー変数）
kaiseidm:改正食糧法施行後ダミー（改正食糧法施行後の2004年以降は１、以前は0のダミー変数）
(2)分析手法
分析手法としては、Box-Jenkins法を用いた。まず、Granger因果性の検定を行い、被説明変数から説明変数のほうに因果性がないかを検定する。次に定常性の検定を行う。元データに対し、ADF検定をかけ、合格しなかった場合は対数をとる、さらに対数の階差をとるなどして、定常化するまで検定を行う。
最後に、系列相関がないようにARMAXモデルを構築し、分析を行う。
なお、本研究ではダミー変数が二つ設定され、かつ二つ目のダミーがかかっているデータは三つのみであるから、robust-ARIMAXを使用した。
(3)モデルの定式化
①米価格＝f(米消費量, 代替財価格, 所得, …)
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②米消費量＝g(米価格, 代替財価格, 所得, …)
生産動向にしたがって、消費者が消費量を決定することは、モデルとして不自然であるから、生産の項は除いてモデル化した。
[image: image9.png]Aln(ricec) = 8 , + 8 Aln(ricep,) + 8 ,Aln(breadp,) + 8 ,Aln(income,) + 8  syokudm, +

8 jKaiseidm, + £1.,(8 ,Aln(ricepe ) + e + T o(8 ,uc )



 

(4)分析結果
（表１）
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. arima dlricep dlriced dlbreadp dlincome dlproduc syokudm kaiseidm,robust

(setting optimization to BHHH)

Iteration @: log pseudolikelihood =

Iteration

ARIMA regression

1log pseudolikelihood =

43.114087
43.114087

Sample: 1986 - 2008 Number of obs 23
Wald chi2(6) 24.03
Log pseudolikelihood = 43.11409 Prob > chiz 0.0005
Semirobust
dlricep Coef. Std. Err. z P>lzl [95% Conf. Intervall
dliricep

dlriced | -.4582045 .2760354  -1.66 0.097  -.9992230  .0828149
dlbreadp | -.8031949 .2737961  -2.93 ©0.003  -1.339825 2665643
dlincome -1.004631 .8457646 -1.19 0.235 -2.662299 .6530368
dlproduc 0760727  .0786895 0.97 0.334 0781558 .2303013
syokudm -.055759 .022974 -2.43 0.015 1007872 .0107307
katsetidm 0073988  .0209915 0.35 0.724 0337439 .0485414
_cons 0072884  .0140021 0.52 ©.603  -.0201551  .0347319
/sigma 037125 .007661 4.85 0.000 0221008  .0521402

. estat ic
Model Obs. 11Cnull) 11l(model) df AIC BIC
23 43.11409 8 -70.22817 -61.14422

Note: N=Obs used in calculating BIC; see [R] BIC note




（表１）は米の小売価格を被説明変数とし、(3)①に記述した式を用いて分析を行った結果である。5％有意水準で有意だったものは、パンの価格(breadp)と食糧法ダミー(syokudm)であり、両者の係数は負であった。また、改正食糧法ダミーは5%有意水準では有意ではなかった。すなわち、1995年の食管法から食糧法への移行に関しては米の小売価格に負の影響を与えているが、2003年に行われた二度目の法改正は米の小売価格に何も影響を与えていなかったということになる。
（表２）
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. arima dlriced dlricep dlbreadp dlincome syokudm kaiseidm,robust

(setting optimization to BHHH)
Iteration @:  log pseudolikelihood =
Iteration 1log pseudolikelihood =

ARIMA regression

50.7893
50.7893

Sample: 1986 - 2008 Number of obs 23
Wald chi2(5) 16.25
Log pseudolikelihood =  50.7893 Prob > chiz 0.0062
Semirobust
dlriced Coef.  Std. Err. z  P>lzl [95% Conf. Intervall
dlriced
diricep | -.3165531 .1305091  -2.43 ©.015  -.5723462 -.06076
dlbreadp | -.2996341 .1147582  -2.61 ©.009 -.524556  -.0747122
dlincome 0364537  .7525961 ©.05 ©.961  -1.438608  1.511515
syokudm .001998  .0179383 0.11  0.911 0331605 .0371565
kaiseidm 022117 .01729 1.28 ©.201 0117709
_cons. -.0347236  .0147628  -2.35 ©.019  -.0636581
/sigma .0265914  .0038616 6.89 0.000 0190227
. estat ic
Model Obs  1l(null)  1l(model) df AIC BIC
23 50.7893 7 -87.5786  -79.63014

Note: N=Obs used in calculating BIC; see [R] BIC note




（表2）は、米の需要量を被説明変数とし、(3)②に記述した式を用いて分析を行った結果である。5%有意水準で有意であったのは、米の小売価格と、パンの小売価格であり、両者の係数は負であった。特筆すべきはパンの小売価格の符合である。（表2）の分析結果では、パンの小売価格が上昇すると、米の需要が低下する、という事を示している。本稿では当初、米の代替材としてパンを扱い、その小売価格が米の価格、需要量への影響を考えた。本来代替材であれば、パンの小売価格が上昇すれば、米の需要量は増加するはずである。しかし、（表2）の結果を考慮すると、パンは米の補完財であるということが判る。すなわち消費者は、月々の食費に当てることができる予算の中で消費行動を行っており、パンの価格が上昇すれば、その分米を購入する量を減らし、予算制約の中に食費を納めるよう行動しているということが考えられる。
4．食糧法と改正食糧法
本分析から判るように、1995年の食糧法への移行は、米の小売価格を減少させた。しかし、改正食糧法への移行は、米の小売価格に何も影響を与えていない。以下で、二つの法改正の小売価格への影響が何故異なっているのかについて考察する。
(1) 食管法から食糧法への移行が米の小売価格に与えた影響
先述のように、生産された米は原則、全て食糧庁を通じて消費者の元に届いていた。
速水・神門(2002)が指摘しているように、米の供給超過の傾向は1967年の豊作とともに明らかになり、それ以後政府の過剰在庫が累積していった。このような供給過剰圧力の下、生産者米価（政府買入価格）は引き下げられることはなく、むしろ上昇していった。生産者米価が引き上げられれば、財政負担の増加を抑える為、消費者米価（政府売渡価格）を引き上げざるを得なくなる。更に米価の価格が生産を刺激し、より供給過剰に陥るという悪循環に陥っていたのが、自主流通米制度が導入される以前である。また、自主流通米制度が導入された後も、政府が一定の価格で米を買い入れている限り、自主流通米の価格が生産者米価を下回ることはなく、結局は自主流通米制度導入の以前での米価の変化はなかったと考えられる。
そして食糧法への移行に伴い、政府米は原則として備蓄用とされた。適正な備蓄量は150万トンと想定され、その上下各50万トンの範囲内で在庫管理がなされるべきとされた。すなわち、政府が適正量の米を備蓄している時、生産が消費量に比べて50万トン以上多くなれば、供給が需要を上回るので米価は下落することになる。さらに、米流通の中心となった自主流通米は食糧庁を通じることなく、自主流通米価格センターにおける入札取引で、需給実勢を反映した価格付けを行うことが可能になった。また、計画外流通米に関しても、生産者が食糧事務所に出荷数量を届け出ることを条件に、販売方法、流通ルートは自由とされ、生産者、流通業者は多様な販売方法を利用することが可能となった。
食管法下での米流通では、集荷業者から食糧庁が買い入れ、食糧庁は購入した米を指定の卸売業者に売り、さらに卸売業者は指定の小売業者に売り、流通の各段階における売渡し価格は公定されていた。しかし、食糧庁による買取りが備蓄用に限定されたことにより、出荷業者（旧集荷業者）からの米の買い手は食糧庁から、多数の卸売・小売業者へと変化した。また、卸売・小売業者の販売が許可制から登録制に変更されたことに伴い、法改正後に卸売業者数・小売業者数、ともに増加しており、米の買い手はより一層増加していると考えられる。更には計画外流通米が法的に認められたことによって、生産者から直接消費者への販売が可能になった。

以上のように、米の買い手が法改正後に多様化し、更には増加したことによって、より適正な需給状況を反映した価格付けが可能になり、同改正が小売価格に対して影響を与えたものと考えられる。
(2) 食糧法から改正食糧法への移行が米の小売価格に与えた影響
改正食糧法へ移行した結果、従来のような計画流通米と計画外流通米という区別がなくなった。また、これまでの自主流通米では販売先が特定されていたが、こうした流通ルートに関する制約がなくなるため、多様な結びつきが可能になった。
02年産米の計画流通米比率は48.8%、計画外流通米は51.2%であり、04年の改正食糧法への移行に伴う計画流通制度の廃止は、上記の事実を追認したに過ぎない。食管法から食糧法への移行は、米の買い手を食糧庁単独から多数の卸売・小売業者へと多様化させたが、改正食糧法への移行によって買い手の数は法改正の前後で大きく変化したとは言えない。また、改正食糧法への移行に伴い卸売・小売業者の販売が登録制から届け出制に変更され、法改正直後に出荷・卸売・小売業者の数は増加しているが、食管法から食糧法への移行による影響よりははるかに影響が小さいと考えられる。

このように、計画流通米と計画外流通米との区別がなくなったことや、流通が多様化したことが米の小売価格へ与えた影響は限定的であると考えられる。旧食糧法下で定められていた計画流通米も計画外流通米も、需給実勢を反映した形での価格付けが可能であった為、両者の区別がなくなったことによる米の小売価格への影響は限定的であると考えられる。また、流通の多様化に関しても、旧食糧法下で小売が登録制になり、新規参入が容易になるなど、流通規制がすでにかなり緩和されていたことから、米の小売価格への影響は限定的であったと考えられる。
5．結論

(１)まとめ
以上食管法から食糧法、食糧法から改正食糧法への移行に伴う流通規制の緩和による米の小売価格への影響についての分析を行ってきた。我が国の米はそもそも供給過剰の状態にあり、食管法の下では政府が買い支え、価格を維持し、食糧法への移行によって政府の買い支えが備蓄用のみに限定され、その結果小売価格が下がっていったと考えられる。
食糧法から改正食糧法への移行に関しては、①計画流通米と計画外流通米の区別をなくす、②流通を更に多様化する、という大きく二つの転換を図った。しかし、①に関しても②に関しても、小売価格の減少に影響を与えたとは言えない。すなわち、計画流通米も計画外流通米もすでに需給実勢を反映しており、流通規制に関してもすでにかなり緩和されていた、という事実を追認したに過ぎず、政策の転換によって小売価格に影響を与えたとは言い難いということである。

(２)今後の課題

本稿では以上の事柄を、モデルを定式化し、時系列分析によって明らかにした。すなわち、政策の転換による影響を明らかにしたにとどまり、この政策の転換が社会にどのような影響を与えたか、という事までは評価していない。今後は余剰分析を行い、消費者への影響、生産者への影響を分析するなどし、この政策転換が社会的に望ましかったのかどうかの評価をしていく必要があると考えられる。

また、今回の分析では、米の代替財としてパンを設定した。分析の結果からパンは米の補完財であることがわかった。これは家計には食費に対してある一定の枠が存在し、パンの価格が上がればその分食費の枠を圧迫するために米の消費が減少する、というメカニズムがあるためと推測された。しかし、これはパンを分析に利用したがために得られた結論にすぎない可能性がある。米の代替財としては、消費の側面からはうどんやパスタが、素材としての側面からは小麦などが考えられる。従って、パンの代わりに上に挙げた財を利用した分析を行うことが今後の課題である。
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